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事業事前評価表 

 

国際協力機構地球環境部水資源第二チーム 

１．案件名                                                       

 国 名： ニカラグア共和国 

 案件名： 和名 マナグア市無収水管理能力強化プロジェクト 

       英名  Project for Strengthening Non-Revenue Water Management Capacity in 

Managua City 

 西名 Proyecto de Fortalecimiento de la Capacidad de Gestión de Agua No 

Facturada en la Ciudad de Managua 

２．事業の背景と必要性                                                       

（1）当該国における給水セクターの開発実績（現状）と課題 

中米に位置するニカラグアでは、国家人間開発計画において「住民の安全な水への持続

的なアクセス」を優先課題として、井戸掘削・改修等のインフラ整備、主に首都圏及び地

方都市における上下水道事業を管轄するニカラグア上下水道公社（Empresa Nicaragüense 

de Acueductos y Alcantarillados Sanitarios、以下、ENACAL）の組織強化等に取り組んで

いる。 

首都マナグア市における上水道整備は、日本をはじめ米州開発銀行（以下、IDB）や世

界銀行が主要ドナーとなり実施されてきた。2005年には、JICAによる「マナグア市中長期

上水道施設改善計画調査」が実施され、本調査の中で2015年までのマナグア市上水道施設

改善計画（以下、マスタープラン）が示された。マスタープランに基づき、ENACALは各

ドナーと連携し、給水量拡大を目的とした水源の確保・改修をはじめ、送配水システムの

整備など多くの事業を実施してきた。 

この結果、マナグア市においてENACALの水供給能力は大幅に改善したものの、未だ住

民の安全な水へのアクセスが1日平均10時間以下の給水域が残っている。その理由として、

配管網の水理的構築が進んでいないこと、商業的損失の量が多いこと、施設の維持管理に

係る計画がないこと等が挙げられる。特に、マナグア市全体の無収水率は推計で40～50%

（2012年）であり、赤字経営のENACALが財務状況を改善し、連続給水時間を向上させる

ために必要な施設投資資金を確保するためには、無収水率を低下させることが最優先とな

る。 

このような状況に対し、ENACALは、同マスタープランの提言を踏まえ、他ドナーの協

力を得つつ、配水網のマクロ／ミクロセクター化等の無収水対策を進めているものの、中

長期的な無収水削減計画がないこと、部署横断的に無収水の課題へ対応できていないこと

から、現状実効性のある無収水削減対策の実施には至っていない。 

 

（2）当該国における給水セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

ENACALは「組織開発戦略計画 2013～2017」において、１）首都マナグア及び ENACAL



 2 

管轄地域における無収水率の削減、２）合理的・効率的システムの導入による電気エネル

ギー消費経費の削減、３）長期的な財政状況の安定と短期的な運営費の確保、４）住民へ

の質の高いサービス提供を可能にする組織能力の強化、５）ENACALが管轄する上下水道

サービスの改善、６）水源保全のための環境保護、７）全人口に対する水・衛生サービス

への公平なアクセスの達成を活動の重点課題としている。 

本事業は、上記１）首都マナグア及び ENACAL 管轄地域における無収水率の削減の達

成に向け、ENACAL の無収水管理能力を強化することにより、ENACAL が継続的に無収

水を削減するための基盤を整備するための事業として位置づけられる。 

 

（3）給水セクターに対する日本及び JICAの援助方針と実績 

日本の対ニカラグア国別援助方針では、重点分野として「貧困層・地域の社会開発」を

掲げており、本事業はその中の開発課題「都市問題への対応」に対応するための「マナグ

ア首都圏開発プログラム」に該当するものであり、日本の援助方針に合致している。 

また、日本は、1991年～1993年に実施した「マナグア市上水道整備計画調査」以降、マ

ナグア市の上水道整備を重要なテーマとして捉え、2回の無償資金協力を実施し、新規水

源開発による給水能力向上を支援した。また、2005年には「ニカラグア国マナグア市中長

期上水道施設改善計画」を通じて、本プロジェクトの実施機関となるENACALと共に、マ

ナグア市の上水道マスタープランを策定した。 

しかし、同マスタープランの提言の中でも、給水条例の見直し・改定、経営基盤確立に

必要な施策となる料金改訂、会計の独立や職員への研修等の無収水に関する課題は未だ本

格的な改善が行われておらず、ENACAL事業の持続性に負の影響を与えている。 

本プロジェクトは、同マスタープランの提言を踏まえ、ENACALの無収水管理能力向上

を支援し、マナグア市において今後無収水が継続的に削減されるための基盤を整備するこ

とを目指す。 

 

（4）他の援助機関の対応 

主に、世界銀行、IDB、ドイツ国際協力公社（GIZ）が水衛生分野に係る支援を実施して

いる。 

世界銀行が 2015年まで実施した「マナグア市上下水道プロジェクト(PRASMA)」では、

上下水道サービスの普及対策の一環として ENACAL 内に無収水対策部を設置し、地下漏

水への対応を行うチームを編成した。また、世界銀行は PRASMA の残預金を用いて

“Master Plan for Operational Efficiency in ENACAL”を作成し、ENACALは本マスタープ

ランを、無収水対策を行う上での参考資料としてみなしている。今後、世界銀行はマナグ

ア市以外の地方部における給水改善に注力する方針である。 

IDBが実施中の「マナグア市水供給プログラム」では、マクロ配水区での無収水対策（マ

ナグア市における上水道設備維持管理システムの導入: SCADA
1）及びミクロ配水区の整備

                                                   
1 監視制御システム（Supervisory Control And Data Acquisition） 
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を実施している。同プロジェクトは2016年7月に完了予定であるものの、IDBは今後もマナ

グア市における無収水対策を実施する意向がある。そのため、本事業は、JICA側が技術協

力（研修を含む）、IDB側で老朽化した水道施設の改良を行う方向で、IDBとの協調を促進す

る方針とする。 

また、GIZは、2015年までマナグア市内で上下水道整備事業を実施し、その一環で、無収

水対策研修をENACALに対して実施した。2016年現在は、マナグア市内での活動を終え、

ENACALの維持管理部をカウンターパートとし、マナグア市外の運転維持管理能力強化を

図っている。また、ENACALの組織強化に係る協力も実施しているため、本事業は、必要

に応じてGIZとも協力・調整しつつ進める方針とする。 

３．事業概要                                                        

（1）事業目的 

本事業は、マナグア市（パイロット区画及び ENACAL本部）において、①無収水削減に

係る計画策定能力、②無収水削減に係る対策実施能力、③給水装置（給水管及び水道メー

ター）の設置に係る品質管理能力、④無収水対策研修の計画・実施能力を向上させるため

の技術支援を行い、ENACAL が無収水削減対策を計画的に実施する体制の整備を図り、も

ってマナグア市における無収水削減への取り組みが計画的に実施されることに寄与するも

のである。 

（2）プロジェクトサイト/対象地域名：マナグア市 

（3）本事業の受益者 

1)直接受益者： 

ENACAL職員 計 222名 

2)最終受益者： 

 マナグア市民（約 222.3万人） 

（4）事業スケジュール（協力期間）：2017年 1月～2019年 12月を予定（36ヵ月） 

（5）総事業費（日本側）：約 360百万円 

（6）相手国側実施機関： ENACAL（総裁室・無収水部・維持管理部・商業部・人材部） 

（7）投入（インプット）： 

1）日本側  

・専門家（総括／無収水管理、配水網管理、漏水調査、顧客管理／コマーシャルロス、

漏水修理／品質管理（給水装置）、研修管理、その他必要な専門家） 

・本邦研修／第三国研修（想定研修分野：無収水管理） 

・資機材（プロジェクト車輌（2台）、超音波流量計、給水装置研修用資機材一式、発

電機、データロガー、テストメータ、パイロットプロジェクト用資機材（水

道メータ等）） 

・日本人専門家のニカラグア国内移動経費、ワークショップ及び JCC 開催費 等 

 2）ニカラグア側 

  ・カウンターパートの配置、オフィススペース、研修実施施設、カウンターパートの

国内移動経費、夜間作業中の警備配置 等 
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（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

 1）環境に対する影響/用地取得・住民移転： 

① カテゴリ分類（A,B,Cを記載）Ｃ  

② カテゴリ分類の根拠 

環境への望ましくない影響は最低限であると想定される。 

 2）ジェンダー平等推進・平和構築・貧困削減： 

現時点での本プロジェクト実施における貧困・ジェンダー・環境への特別な影響は予

測されていない。 

 3）その他： 

  本プロジェクトを通じて漏水等を低減させることは、仮に気候変動の影響により地下

水賦存量が低下した場合でも生活用水の安定供給に貢献することから、気候変動の適

応に資する事業と位置付けられる。また、ニカラグアの電源の半分を石油を燃料とす

る火力発電で生産しているため、漏水等を低減することで省エネ効果による温室効果

ガスの排出抑制が見込まれることから、気候変動の緩和に資する事業としても位置付

けられる。 

（9）関連する援助活動    

 1）日本の援助活動 

 【開発調査】マナグア市上水道整備計画調査（1991-1993） 

【無償資金協力】第1次マナグア上水道施設整備計画（1995-1997） 

【無償資金協力】第2次マナグア上水道施設整備計画（1999-2001） 

【開発調査】マナグア市中長期上水道施設改善計画調査（2004-2005） 

【第三国個別専門家】無収水対策（2013-2016） 

2）他ドナー等の援助活動 

  【世界銀行】マナグア市上下水道プロジェクト(PRASMA)」（2008～2015年） 

  【IDB】マナグア市水供給プログラム（2010～2016年） 

４．協力の枠組み                                                   

（1）協力概要 

 1）上位目標と指標 

「マナグア市における無収水削減への取組みが、計画的に展開される」 

【指標】 

(ア) 無収水削減に関係する施設整備が、無収水削減実施基本計画に沿って実施される。 

(イ) ENACALの組織・制度面の改革が、プロジェクトで策定した実施基本計画に沿って

実施される。 

(ウ) 研修計画に従い ENACAL職員の能力強化が実施される。 

 

2）プロジェクト目標と指標 

「マナグア市における無収水削減対策を計画的に実施する基盤が整備される」 
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【指標】 

(ア) 無収水削減に係る実施基本計画、及び費用対効果に係る報告書が、ENACAL総裁に

より承認される。 

(イ) 実施基本計画に基づく活動を実施するための予算が承認される。 

(ウ) 承認された各種ガイドライン及びマニュアルが、ENACAL内部に周知される。 

(エ) ENACAL技術者向けの研修計画が、ENACAL総裁により承認される。 

 

3）成果 

成果 1  ENACALの無収水削減に係る計画策定能力が向上する。 

成果 2  ENACALの無収水削減に係る実施能力が向上する。 

成果 3 給水装置（給水管及び水道メータ）の設置に係る ENACALの品質管理能力が向

上する。  

成果 4  ENACAL技術者向けの無収水対策研修の計画・実施能力が強化される。 

５．前提条件・外部条件 (リスク・コントロール)                                 

（1）前提条件 

なし。 

（2）外部条件 

① 成果達成のための外部条件 

1) 水道施設に大きな被害を与えるような自然災害（地震や洪水など）が発生しない。 

2) 治安・経済状況が著しく悪化しない。 

② プロジェクト目標達成のための外部条件 

1) 本プロジェクトの活動実施のために編成されたチーム（無収水削減マネジメント、無

収水削減アクション、給水装置品質改善）のメンバーが頻繁に交代しない。 

2) 技術移転を受けた ENACAL職員が、継続して勤務している。 

③ 上位目標達成のための外部条件 

1) 技術移転を受けた ENACAL職員が、継続して勤務している。 

2) ENACALが引き続き、無収水削減を重点事項として位置づけている。 

６．評価結果                                                       

本事業は、ニカラグア国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、ま

た計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                                  

（1）類似案件の評価結果 

 パラグアイ国配水網管理技術強化プロジェクト（2011～2014年） 

実施機関であるパラグアイ衛生サービス会社（ESSAP）では 2011 年 11 月、2012 年 8

月、2013年 8月、2013年 9月に計４回総裁が交代し2、その都度人事異動が発生した。か

かる異動は政権交代時においては通例であるが、プロジェクト期間中については選挙の回

数以上の人事異動が極めて短期間に行われた。その都度、予算の見直し等で ESSAP 内の

                                                   
2
 うち 2103年の交代は、同年 4月の政権交代の影響によるもの。 
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資機材調達が滞る、準備していた調達をやり直すという混乱が生じ、プロジェクトによる

調達もその影響を受けた。このような状況で 2012 年度に実施された第 3 国研修では参加

者の人選が困難となり中止となった他、世界銀行の資金で購入し、本プロジェクトのモデ

ル地区に設置することが予定された水道メーターの調達が遅れ、プロジェクト活動の実施

スケジュールに影響した。 

（2）本事業への教訓 

1) 人事異動によるリスク回避 

本プロジェクトにおいても、2016 年 11 月に行われる大統領選挙の影響で ENACAL 総

裁が交代する可能性は否定できない。その場合、ENACAL 内の混乱やプロジェクトへの

ENACALのコミットメント低下が発生し、効率的なプロジェクト運営ができない可能性が

ある。そのため、仮に ENACAL の総裁が交代した場合、新総裁に対して日本の水分野に

おける支援の歴史や本プロジェクトの目的、IDB との連携（案）等を丁寧に説明し、新総

裁による本プロジェクトへのコミットメントを確保することでリスクを最小化する必要

がある。 

2) 他ドナーとの連携による資機材調達 

本プロジェクトでは、上述の類似案件の教訓を踏まえ、プロジェクトの活動に必要な資

機材購入・工事の実施は日本側が負担することで、活動遅延のリスクを最小化している。 

８．今後の評価計画                                                   

（1）今後の評価に用いる主な指標 

  ４．（１）のとおり。 

（2）今後の評価計画 

事業開始 3 ヶ月以内 ベースライン調査 

事業終了 3年後 事後評価 

以 上 


